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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱伝達流体濃縮液であって：
　熱伝達流体濃縮液の全重量を基準として８５重量％以上の凝固点降下剤；
　５０～２０００ｐｐｍのリチウムイオン；
　アゾール化合物；
　無機ホスフェート、リン酸、又はそれらの組み合わせ；
　カルボキシレート、カルボン酸、又はそれらの組み合わせ；及び
　４００～１０００ｐｐｍのアクリレートベースのポリマー；
を含み；
　熱伝達流体濃縮液は７．０～９．５のｐＨを有する、
前記熱伝達流体濃縮液。
【請求項２】
　アクリレートベースのポリマーがホスフィノポリアクリレートを含む、請求項１に記載
の熱伝達流体濃縮液。
【請求項３】
　カルシウムイオンを更に含む、請求項１に記載の熱伝達流体濃縮液。
【請求項４】
　マグネシウムイオンを更に含む、請求項１に記載の熱伝達流体濃縮液。
【請求項５】
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　熱伝達流体濃縮液が、シリケート、ボレート、及びアミンを含まず、熱伝達流体濃縮液
の全重量を基準として５０重量ｐｐｍ未満のニトレートを含む、請求項１に記載の熱伝達
流体濃縮液。
【請求項６】
　カルボキシレート、カルボン酸、又はそれらの組み合わせが熱伝達流体濃縮液の全重量
を基準として約１～約１０重量％の量で存在する、請求項１に記載の熱伝達流体濃縮液。
【請求項７】
　無機ホスフェート、リン酸、又はそれらの組み合わせが熱伝達流体濃縮液の全重量を基
準として約０．１０～約０．６０重量％の量で存在する、請求項１に記載の熱伝達流体濃
縮液。
【請求項８】
　アゾール化合物が熱伝達流体濃縮液の全重量を基準として約０．０１重量％～約３重量
％の量で存在する、請求項１に記載の熱伝達流体濃縮液。
【請求項９】
　熱伝達流体であって：
　９０重量％未満の凝固点降下剤；
　水；
　４０～１６００ｐｐｍのリチウムイオン；
　アゾール化合物；
　無機ホスフェート、リン酸、又はそれらの組み合わせ；
　カルボキシレート、カルボン酸、又はそれらの組み合わせ；
　３００～９００ｐｐｍのアクリレートベースのポリマー；
を含み；
　熱伝達流体は７．０～９．５のｐＨを有する、
前記熱伝達流体。
【請求項１０】
　熱伝達流体が６０ｐｐｍ未満のカルシウムイオンを含む、請求項９に記載の熱伝達流体
。
【請求項１１】
　マグネシウムイオンを更に含む、請求項９に記載の熱伝達流体。
【請求項１２】
　アクリレートベースのポリマーがホスフィノポリアクリレートを含む、請求項９に記載
の熱伝達流体。
【請求項１３】
　カルボキシレート、カルボン酸、又はそれらの組み合わせが熱伝達流体の全重量を基準
として約０．５～約８重量％の量で存在する、請求項９に記載の熱伝達流体。
【請求項１４】
　無機ホスフェート、リン酸、又はそれらの組み合わせが熱伝達流体の全重量を基準とし
て約０．０５重量％～約０．４重量％の量で存在する、請求項９に記載の熱伝達流体。
【請求項１５】
　アゾール化合物が熱伝達流体の全重量を基準として約０．００５重量％～約２重量％の
量で存在する、請求項９に記載の熱伝達流体。
【請求項１６】
　熱伝達流体が、シリケート、ボレート、及びアミンを含まず、熱伝達流体の全重量を基
準として５０重量ｐｐｍ未満のニトレートを含む、請求項９に記載の熱伝達流体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　[0001]現在の自動車エンジンは、一般に、それらの冷却システムの長期にわたる通年保
護を与えるために熱伝達流体（冷却液）を必要としている。熱伝達流体の主要要件は、そ
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れらが、効率的な燃料経済及び潤滑のためにエンジン温度を制御及び維持し、凍結、吹き
こぼれ、又は過熱によるエンジン破損を阻止するために効率的な熱伝達を与えることであ
る。熱伝達流体の更なる主要要件は、それが広範囲の温度及び運転条件にわたって全ての
冷却システムの金属部分の腐食保護を与えることである。アルミニウムの腐食保護が特に
重要である。金属保護の他に、腐食保護によって熱伝達流体が過剰の熱をエンジンから放
散用のラジエーターに伝達するというその主要な機能を果たすことが促進される。
【背景技術】
【０００２】
　[0002]良好な迅速腐食保護及び／又は長期腐食保護を与える熱伝達流体に対する継続す
る必要性が存在する。
【発明の概要】
【０００３】
　[0003]この必要性は、少なくとも部分的に、熱伝達流体濃縮液であって：８５重量％以
上の凝固点降下剤；５０～２０００ｐｐｍのリチウムイオン；アゾール化合物；無機ホス
フェート；カルボキシレート；及び４００～１０００ｐｐｍのアクリレートベースのポリ
マー；を含み；熱伝達流体濃縮液は７．０～９．５のｐＨを有し、重量％及びｐｐｍは熱
伝達流体濃縮液の全重量を基準とするものである、前記熱伝達流体濃縮液によって満足さ
れる。
【０００４】
　[0004]この熱伝達流体濃縮液は希釈して、熱伝達流体であって：９０重量％未満の凝固
点降下剤；水；４０～１６００ｐｐｍのリチウムイオン；アゾール化合物；無機ホスフェ
ート；カルボン酸；０．５ｐｐｍより多いカルシウムイオン；及び３００～９００ｐｐｍ
のアクリレートベースのポリマー；を含み；熱伝達流体は７．０～９．５のｐＨを有し、
重量％及びｐｐｍは熱伝達流体の全重量を基準とするものである、前記熱伝達流体を形成
することができる。
【０００５】
　[0005]また、本明細書に記載する熱伝達流体及び熱伝達装置を含む熱伝達システムも本
明細書に記載される。
【発明を実施するための形態】
【０００６】
　[0006]本発明においては、組成物の成分間の相乗効果を示す熱伝達流体濃縮液及び熱伝
達流体組成物を開示する。マグネシウムイオンを熱伝達流体又は熱伝達流体濃縮液中に含
ませると、予期しなかったことに腐食保護が向上する。
【０００７】
　[0007]熱伝達流体濃縮液及び熱伝達流体は、シリケート、ボレート、及びアミンを含ま
ないものであってよい。ニトレート含量は、熱伝達流体の全重量を基準として５０重量ｐ
ｐｍ未満であってよい。
【０００８】
　[0008]凝固点降下剤は、アルコール又は複数のアルコールの混合物であってよい。代表
的なアルコールとしては、一価又は多価アルコール、及びこれらの混合物が挙げられる。
アルコールは、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノール、フルフロール、フ
ルフリルアルコール、テトラヒドロフルフリルアルコール、エトキシル化フルフリルアル
コール、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、グリ
セロール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、１，２－プロピレングリコ
ール、１，３－プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ブチレングリコール、
グリセロール－１，２－ジメチルエーテル、グリセロール－１，３－ジメチルエーテル、
グリセロールのモノエチルエーテル、ソルビトール、１，２，６－ヘキサントリオール、
トリメチロールプロパン、メトキシエタノールのようなアルコキシアルカノール、及び上
記の２以上の組み合わせからなる群から選択することができる。
【０００９】
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　[0009]熱伝達流体濃縮液において、凝固点降下剤は、熱伝達流体濃縮液の全重量を基準
として８５重量パーセント（重量％）以上で９９重量％以下の量で存在する。この範囲内
において、凝固点濃縮液の量は、８６重量％以上、８７重量％以上、８８重量％以上、８
９重量％以上、９０重量％以上、９１重量％以上、９２重量％以上、９３重量％以上、９
４重量％以上、９５重量％以上、９６重量％以上、９７重量％以上、又は９８重量％以上
であってよい。
【００１０】
　[0010]カルボン酸、その塩、或いは上記の組み合わせ（本発明においては時にはまとめ
てカルボキシレートと呼ぶ）は６～２０個の炭素原子を有する。カルボキシレートは単一
又は複数のカルボキシル基を含んでいてよく、線状又は分岐であってよい。複数のカルボ
キシレートの組合せを用いることができ、これは「カルボキシレート」又は「カルボン酸
」の用語に包含させることができることが明白に意図される。代表的な脂肪族カルボキシ
レートとしては、２－エチルヘキサン酸、ヘキサン酸、ヘプタン酸、オクタン酸、ネオデ
カン酸、デカン酸、ノナン酸、イソヘプタン酸、ドデカン酸、セバシン酸、アジピン酸、
ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、ドデカン二酸、及び上記の２以上の組合せが挙
げられる。代表的な芳香族カルボキシレートとしては、安息香酸、トルイル酸又はメチル
安息香酸、ｔｅｒｔ－ブチル安息香酸、アルコキシ安息香酸、例えばメトキシ安息香酸（
又はｏ、ｐ、ｍ－アニス酸）、サリチル酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、フ
ェニル酢酸、マンデル酸、１，２，４－ベンゼントリカルボン酸、及びこれらのナトリウ
ム又はカリウム塩が挙げられる。
【００１１】
　[0011]熱伝達流体濃縮液において、カルボキシレートは、熱伝達流体濃縮液の全重量を
基準として約１～約１０重量％の量で存在する。この範囲内において、この量は約１．１
重量％以上、又はより具体的には約１．２重量％以上であってよい。またこの範囲内にお
いて、この量は約９重量％以下、又はより具体的には約８重量％以下であってよい。
【００１２】
　[0012]無機ホスフェートは、リン酸、オルトリン酸ナトリウム、オルトリン酸カリウム
、ピロリン酸ナトリウム、ピロリン酸カリウム、ポリリン酸ナトリウム、ポリリン酸カリ
ウム、ヘキサメタリン酸ナトリウム、ヘキサメタリン酸カリウム、又は上記の無機ホスフ
ェートの２以上の組合せを含んでいてよい。
【００１３】
　[0013]熱伝達流体濃縮液において、無機ホスフェートは、熱伝達流体濃縮液の全重量を
基準として約０．１０～約０．６０重量％の量で存在する。この範囲内において、この量
は約０．１１重量％以上、又はより具体的には約０．１２重量％以上であってよい。また
この範囲内において、この量は約０．４５重量％以下、又はより具体的には約０．４０重
量％以下であってよい。
【００１４】
　[0014]熱伝達流体濃縮液はアゾールを含む。代表的なアゾールとしては、ベンゾトリア
ゾール、トリルトリアゾール、メチルベンゾトリアゾール（例えば、４－メチルベンゾト
リアゾール及び５－メチルベンゾトリアゾール）、テトラヒドロトリルトリアゾール、ブ
チルベンゾトリアゾール、及び他のアルキルベンゾトリアゾール（例えばアルキル基は２
～２０個の炭素原子を有する）、メルカプトベンゾチアゾール、チアゾール及び他の置換
チアゾール類、イミダゾール、ベンズイミダゾール、及び他の置換イミダゾール類、イン
ダゾール及び置換インダゾール類、テトラゾール及び置換テトラゾール類が挙げられる。
上記のアゾールの２以上の組合せを用いることもでき、複数のアゾール類の組合せは「ア
ゾール」の用語に包含される。
【００１５】
　[0015]熱伝達流体濃縮液において、アゾール化合物は、熱伝達流体濃縮液の全重量を基
準として約０．０１重量％～約３重量％の量で存在する。この範囲内において、アゾール
化合物は約０．０５重量％以上、又はより具体的には約０．１重量％以上の量で存在させ
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ることができる。またこの範囲内において、アゾール化合物は約２重量％以下、又はより
具体的には約１重量％以下の量で存在させることができる。
【００１６】
　[0016]リチウムイオンは、リチウム化合物、或いは室温において水を含む溶液中に溶解
させることによってリチウムイオンを生成することができる化合物から誘導される。リチ
ウム化合物は、水酸化リチウム、リン酸リチウム、ホウ酸リチウム、硝酸リチウム、過塩
素酸リチウム、硫酸リチウム、モリブデン酸リチウム、バナジウム酸リチウム、タングス
テン酸リチウム、炭酸リチウム、又はこれらの組み合わせのような無機リチウム化合物で
あってよい。リチウム化合物は熱伝達流体中に可溶である。ここで用いる可溶とは、粒子
状物質が肉眼で視認できないように溶解していることと定義される。リチウム化合物はま
た、酢酸リチウム、安息香酸リチウム、ポリアクリル酸リチウム、ポリマレイン酸リチウ
ム、乳酸リチウム、クエン酸リチウム、酒石酸リチウム、グルコン酸リチウム、グルコヘ
プトン酸リチウム、グリコール酸リチウム、グルカ酸リチウム、コハク酸リチウム、ヒド
ロキシルコハク酸リチウム、アジピン酸リチウム、シュウ酸リチウム、マロン酸リチウム
、スルファミン酸リチウム、ギ酸リチウム、プロピオン酸リチウム、脂肪族モノ、ジ、又
はトリカルボン酸、或いは芳香族モノ、ジ、又はトリカルボン酸のリチウム塩、並びに上
記の複数のリチウム化合物の組合せのような、リチウムイオンと１以上のカルボン酸基を
含む有機酸との間に形成されるリチウム塩であってもよい。
【００１７】
　[0017]１種類又は複数のリチウム化合物は、熱伝達流体濃縮液が熱伝達流体の５０～２
０００重量ｐｐｍのリチウムイオン濃度を有するような量で存在させることができる。こ
の範囲内において、リチウムイオン濃度は約１９００ｐｐｍ以下、又はより具体的には約
１８００ｐｐｍ以下であってよい。またこの範囲内において、リチウムイオン濃度は約５
５ｐｐｍ以上、又はより具体的には約６０ｐｐｍ以上であってよい。
【００１８】
　[0018]熱伝達流体は、アクリレートベースのポリマー又は複数のアクリレートベースの
ポリマーの組み合わせを含む。アクリレートベースのポリマーは、水溶性のポリマー（２
００～２００，０００ダルトンの平均分子量（ＭＷ））である。代表的なアクリレートポ
リマーとしては、ポリアクリレート、アクリレートベースのポリマー、コポリマー、ター
ポリマー、及び四元ポリマー、例えばアクリレート／アクリルアミドコポリマー、ポリメ
タクリレート、ポリマレイン酸又は無水マレイン酸ポリマー、マレイン酸ベースのポリマ
ー、これらのコポリマー及びターポリマー、変性アクリルアミドベースのポリマー、例え
ばポリアクリルアミド、アクリルアミドベースのコポリマー及びターポリマーが挙げられ
る。一般に、用いるのに好適な水溶性ポリマーとしては、（１）Ｃ３～Ｃ１６モノエチレ
ン性不飽和モノ又はジカルボン酸或いはそれらの塩を含む少なくとも１つのモノマー単位
；又は（２）Ｃ３～Ｃ１６モノエチレン性不飽和モノ又はジカルボン酸誘導体、例えばア
ミド、ニトリル、カルボキシレートエステル、酸ハロゲン化物（例えば塩化物）、及び酸
無水物、並びにこれらの組み合わせを含む少なくとも１つのモノマー単位；を有するホモ
ポリマー、コポリマー、ターポリマー、及びインターポリマーが挙げられる。幾つかの態
様においては、アクリレートベースのポリマーはホスフィノポリアクリレートを含む。
【００１９】
　[0019]熱伝達流体濃縮液において、アクリレートベースのポリマー又は複数のアクリレ
ートベースのポリマーの組合せは、熱伝達流体濃縮液の全重量を基準として約１００～約
１０００ｐｐｍの量で存在させることができる。この範囲内において、アクリレートベー
スのポリマーは約１５０ｐｐｍ以上、又はより具体的には約２００ｐｐｍ以上の量で存在
させることができる。またこの範囲内において、アクリレートベースのポリマーは約９５
０ｐｐｍ以下、又はより具体的には約９００ｐｐｍ以下の量で存在させることができる。
アクリレートベースのポリマーは、しばしば溶液又は分散液として商業的に入手できる。
このパラグラフにおいて言及する量は、溶液又は分散液の量ではなく、ポリマー又は複数
のポリマーの組合せの量を指す。
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【００２０】
　[0020]熱伝達流体濃縮液にはマグネシウムイオンを更に含ませることができる。マグネ
シウムイオンは、室温において水を含む溶液中に溶解させることによってマグネシウムイ
オンを生成することができるマグネシウム化合物から誘導される。マグネシウム化合物は
、硝酸マグネシウム、硫酸マグネシウム、モリブデン酸マグネシウム、タングステン酸マ
グネシウム、バナジウム酸マグネシウム、過塩素酸マグネシウム、水酸化マグネシウム、
又はこれらの組み合わせのような無機マグネシウム化合物であってよい。マグネシウム化
合物は熱伝達流体中に可溶である。ここで用いる可溶とは、粒子状物質が肉眼で視認でき
ないように溶解していることと定義される。マグネシウム化合物はまた、ポリアクリル酸
マグネシウム、ポリマレイン酸マグネシウム、乳酸マグネシウム、クエン酸マグネシウム
、酒石酸マグネシウム、グルコン酸マグネシウム、グルコヘプトン酸マグネシウム、グリ
コール酸マグネシウム、グルカ酸マグネシウム、コハク酸マグネシウム、ヒドロキシコハ
ク酸マグネシウム、アジピン酸マグネシウム、シュウ酸マグネシウム、マロン酸マグネシ
ウム、スルファミン酸マグネシウム、ギ酸マグネシウム、酢酸マグネシウム、プロピオン
酸マグネシウム、脂肪族トリカルボン酸又は脂肪族テトラカルボン酸のマグネシウム塩、
並びに上記の複数のマグネシウム化合物の組合せのような、マグネシウムイオンと１以上
のカルボン酸基を含む有機酸との間に形成されるマグネシウム塩であってもよい。
【００２１】
　[0021]熱伝達流体濃縮液において、マグネシウム化合物は、熱伝達流体が熱伝達流体濃
縮液の１６～８０重量ｐｐｍのマグネシウムイオン濃度を有するような量で存在する。こ
の範囲内において、マグネシウムイオン濃度は約２０ｐｐｍ以上、又はより具体的には約
２２ｐｐｍ以上であってよい。またこの範囲内において、マグネシウムイオン濃度は約７
５ｐｐｍ以下、又はより具体的には約７０ｐｐｍ以下であってよい。
【００２２】
　[0022]熱伝達流体濃縮液には、カルシウムイオンを更に含ませることができる。カルシ
ウムイオンは、室温において水を含む溶液中に溶解させることによってカルシウムイオン
を生成することができるカルシウム化合物から誘導される。カルシウム化合物は、硝酸カ
ルシウム、塩化カルシウム、過塩素酸カルシウム、モリブデン酸カルシウム、タングステ
ン酸カルシウム、バナジウム酸カルシウム、水酸化カルシウム、又はこれらの組み合わせ
のような無機カルシウム化合物であってよい。カルシウム化合物は熱伝達流体中に可溶で
ある。ここで用いる可溶とは、粒子状物質が肉眼で視認できないように溶解していること
と定義される。カルシウム化合物はまた、ポリアクリル酸カルシウム、ポリマレイン酸カ
ルシウム、乳酸カルシウム、クエン酸カルシウム、酒石酸カルシウム、グルコン酸カルシ
ウム、グルコヘプトン酸カルシウム、グリコール酸カルシウム、グルカ酸カルシウム、コ
ハク酸カルシウム、ヒドロキシコハク酸カルシウム、アジピン酸カルシウム、シュウ酸カ
ルシウム、マロン酸カルシウム、スルファミン酸カルシウム、ギ酸カルシウム、酢酸カル
シウム、プロピオン酸カルシウム、脂肪族トリカルボン酸又は脂肪族テトラカルボン酸の
カルシウム塩、並びに上記の複数のカルシウム化合物の組合せのような、カルシウムイオ
ンと１以上のカルボン酸基を含む有機酸との間に形成されるカルシウム塩であってもよい
。
【００２３】
　[0023]カルシウム化合物は、熱伝達流体濃縮液が熱伝達流体の全重量を基準として０．
５ｐｐｍより高いカルシウムイオン濃度を有するような量で存在させることができる。こ
の範囲内において、カルシウムイオンの量は２０ｐｐｍ未満であってよい。またこの範囲
内において、カルシウムイオンの量は１０ｐｐｍ以下であってよい。
【００２４】
　[0024]熱伝達流体濃縮液のｐＨは、室温において７．０～９．５である。この範囲内に
おいて、ｐＨは７．５以上、又は７．８以上であってよい。またこの範囲内において、ｐ
Ｈは９．０以下、又は８．８以下であってよい。
【００２５】
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　[0025]熱伝達流体濃縮液には、ホスホノカルボキシレートを更に含ませることができる
。ホスホノカルボキシレートは、一般式：
【００２６】
【化１】

【００２７】
（式中、それぞれの単位中の少なくとも１つのＲ基は、ＣＯＯＭ、ＣＨ２ＯＨ、スルホノ
、又はホスホノ基であり、他のＲ基は、第１のＲ基と同一であっても又は異なっていても
よく、水素、或いはＣＯＯＭ、ヒドロキシル、ホスホノ、スルホノ、スルファト、Ｃ１～

７アルキル、Ｃ１～７アルケニル基、或いはカルボキシレート、ホスホノ、スルホノ、ス
ルファト、及び／又はヒドロキシル置換のＣ１～７アルキル又はＣ１～７アルケニル基で
あり、ｎは１又は１より大きい整数であり、それぞれのＭは、水素、或いはナトリウムイ
オン、カリウムイオンなどのようなアルカリ金属イオンである）
を有するホスホン化化合物である。更に、少なくとも１つのＣＯＯＭ基がＲ基の１つの中
に存在する。好ましくは、ホスホノカルボキシレートは、式：
【００２８】

【化２】

【００２９】
（式中、ｎは１又は１より大きい整数であり、Ｍは化合物が水溶性になるようなカチオン
種（例えばアルカリ金属カチオン）である）
のマレイン酸のホスホン化オリゴマー又は複数のホスホン化オリゴマーの混合物である。
代表的なホスホノカルボキシレートとしては、ホスホノコハク酸、１－ホスホノ－１，２
，３，４－テトラカルボキシブタン、及び１－ホスホノ－１，２，３，４，５，６－ヘキ
サカルボキシヘキサンが挙げられる。ホスホノカルボキシレートは、上述の式を有し、「
ｎ」に関する値が異なる複数の化合物の混合物であってよい。「ｎ」の平均値は、１～２
、又はより具体的には１．３～１．５であってよい。ホスホノカルボキシレートの合成は
公知であり、米国特許５，６０６，１０５に記載されている。ホスホノカルボキシレート
は、上記に記載のカルボン酸とは別のものであり、異なっている。上記に記載のカルボン
酸は、炭素、水素、及び酸素から構成され、非酸素ヘテロ原子を有しない。
【００３０】
　[0026]熱伝達流体濃縮液において、ホスホノカルボキシレートは熱伝達流体濃縮液の全
重量を基準として約１０～５００重量ｐｐｍの量で存在させることができる。この範囲内
において、ホスホノカルボキシレートは２０ｐｐｍ以上、又は４０ｐｐｍ以上の量で存在
させることができる。またこの範囲内において、ホスホノカルボキシレートは４００ｐｐ
ｍ以下、又は３００ｐｐｍ以下の量で存在させることができる。
【００３１】
　[0027]熱伝達流体濃縮液には、ホスフィノカルボキシレートを更に含ませることができ
る。ホスフィノカルボキシレートは、一般式：
【００３２】
【化３】

【００３３】
（式中、それぞれの単位中の少なくとも１つのＲ１基は、ＣＯＯＭ、ＣＨ２ＯＨ、スルホ
ノ、又はホスホノ基であり、他のＲ１基は、第１のＲ１基と同一であっても又は異なって
いてもよく、水素、或いはＣＯＯＭ、ヒドロキシル、ホスホノ、スルホノ、スルファト、
Ｃ１～７アルキル、Ｃ１～７アルケニル基、或いはカルボキシレート、ホスホノ、スルホ
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ノ、スルファト、及び／又はヒドロキシル置換のＣ１～７アルキル又はＣ１～７アルケニ
ル基であり、ｎは１以上の整数であり、それぞれのＭは、水素、或いはナトリウムイオン
、カリウムイオンなどのようなアルカリ金属イオンである）
を有する化合物である。同様に、それぞれの単位中の少なくとも１つのＲ２基は、ＣＯＯ
Ｍ、ＣＨ２ＯＨ、スルホノ、又はホスホノ基であり、他のＲ２基は、第１のＲ２基と同一
であっても又は異なっていてもよく、水素、或いはＣＯＯＭ、ヒドロキシル、ホスホノ、
スルホノ、スルファト、Ｃ１～７アルキル、Ｃ１～７アルケニル基、或いはカルボキシレ
ート、ホスホノ、スルホノ、スルファト、及び／又はヒドロキシル置換のＣ１～７アルキ
ル又はＣ１～７アルケニル基であり、ｍは０以上の整数である。更に、少なくとも１つの
ＣＯＯＭ基がＲ１及びＲ２基の１つの中に存在する。代表的なホスフィノカルボキシレー
トとしては、米国特許６，５７２，７８９及び５，０１８，５７７に記載されているホス
フィニココハク酸及び水溶性塩、ホスフィニコビス（コハク酸）及び水溶性塩、並びにホ
スフィニココハク酸オリゴマー及び塩が挙げられる。ホスホノカルボキシレートは、上述
の式を有し、「ｎ」及び「ｍ」に関する値が異なる複数の化合物の混合物であってよい。
ホスフィノカルボキシレートは、上記記載のカルボン酸とは別のものであり、異なってい
る。
【００３４】
　[0028]熱伝達流体濃縮液において、ホスフィノカルボキシレートは、熱伝達流体濃縮液
の全重量を基準として約１０～５００重量ｐｐｍの量で存在させることができる。この範
囲内において、ホスフィノカルボキシレートは２０ｐｐｍ以上、又は４０ｐｐｍ以上の量
で存在させることができる。またこの範囲内において、ホスフィノカルボキシレートは４
００ｐｐｍ以下、又は３００ｐｐｍ以下の量で存在させることができる。
【００３５】
　[0029]熱伝達流体濃縮液には、場合によって、消泡剤又は泡消し剤、分散剤、スケール
抑制剤、界面活性剤、着色剤、及び他の冷却液添加剤の１以上を含ませることができる。
【００３６】
　[0030]代表的な界面活性剤としては、ソルビタン脂肪酸エステルのような脂肪酸エステ
ル、ポリアルキレングリコール、ポリアルキレングリコールエステル、エチレンオキシド
（ＥＯ）とプロピレンオキシド（ＰＯ）のコポリマー、ソルビタン脂肪酸エステルのポリ
オキシアルキレン誘導体、及びこれらの混合物が挙げられる。非イオン界面活性剤の平均
分子量（ＭＷ）は、約５５～約３００，０００、又はより具体的には約１１０～約１０，
０００であってよい。好適なソルビタン脂肪酸エステルとしては、ソルビタンモノラウレ
ート（例えば、Span（登録商標）20、Arlacel（登録商標）20、S-MAZ（登録商標）20M1の
商品名で販売されている）、ソルビタンモノパルミテート（例えば、Span（登録商標）40
又はArlacel（登録商標）40）、ソルビタンモノステアレート（例えば、Span（登録商標
）60、Arlacel（登録商標）60、又はS-MAZ（登録商標）60K）、ソルビタンモノオレエー
ト（例えば、Span（登録商標）80又はArlacel（登録商標）80）、ソルビタンモノセスキ
オレエート（例えば、Span（登録商標）83又はArlacel（登録商標）83）、ソルビタント
リオレエート（例えば、Span（登録商標）85又はArlacel（登録商標）85）、ソルビタン
トリステアレート（例えばS-MAZ（登録商標）65K）、ソルビタンモノタレート（例えばS-
MAZ（登録商標）90）が挙げられる。好適なポリアルキレングリコールとしては、ポリエ
チレングリコール、ポリプロピレングリコール、及びこれらの混合物が挙げられる。用い
るのに好適なポリエチレングリコールの例としては、Dow Chemical CompanyからのCARBOW
AX（登録商標）のポリエチレングリコール及びメトキシポリエチレングリコール（例えば
、CARBOWAX PEG200、300、400、600、900、1000、1450、3350、4000、及び8000等）、又
はBASF Corp.からのPLURACOL（登録商標）ポリエチレングリコール（例えば、Pluracol（
登録商標）E200、300、400、600、1000、2000、3350、4000、6000、及び8000等）が挙げ
られる。好適なポリアルキレングリコールエステルとしては、種々の脂肪酸のモノ及びジ
エステル、例えばBASFからのMAPEG（登録商標）ポリエチレングリコールエステル（例え
ば、MAPEG（登録商標）200ML又はPEG200モノラウレート、MAPEG（登録商標）400 DO又はP
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EG 400ジオレエート、MAPEG（登録商標）400 MO又はPEG 400モノオレエート、及びMAPEG
（登録商標）600 DO又はPEG 600ジオレエート等）が挙げられる。好適なエチレンオキシ
ド（ＥＯ）とプロピレンオキシド（ＰＯ）のコポリマーとしては、BASFからの種々のPlur
onic及びPluronic Rブロックコポリマー界面活性剤、DOW ChemicalからのDOWFAX非イオン
界面活性剤、UCON（登録商標）流体、及びSYNALOX潤滑剤が挙げられる。好適なソルビタ
ン脂肪酸エステルのポリオキシアルキレン誘導体としては、ポリオキシエチレン２０ソル
ビタンモノラウレート（例えば、TWEEN 20又はT-MAZ 20の商標で販売されている製品）、
ポリオキシエチレン４ソルビタンモノラウレート（例えばTWEEN 21）、ポリオキシエチレ
ン２０ソルビタンモノパルミテート（例えばTWEEN 40）、ポリオキシエチレン２０ソルビ
タンモノステアレート（例えばTWEEN 60又はT-MAZ 60K）、ポリオキシエチレン２０ソル
ビタンモノオレエート（例えばTWEEN 80又はT-MAZ 80）、ポリオキシエチレン２０トリス
テアレート（例えばTWEEN 65又はT-MAZ 65K）、ポリオキシエチレン５ソルビタンモノオ
レエート（例えばTWEEN 81又はT-MAZ 81）、ポリオキシエチレン２０ソルビタントリオレ
エート（例えばTWEEN 85又はT-MAZ 85K）などが挙げられる。
【００３７】
　[0031]代表的な消泡剤としては、ポリジメチルシロキサンエマルジョンベースの消泡剤
が挙げられる。これらとしては、Boscawen, NHのPerformance Chemicals, LLCからのPC-5
450NF；Woonsocket RIのCNC InternationalからのCNC消泡剤XD-55NF及びXD-56；が挙げら
れる。本発明において用いるのに好適な他の消泡剤としては、エチレンオキシド（ＥＯ）
とプロピレンオキシド（ＰＯ）のコポリマー、例えばBASFからのPluronic L-61が挙げら
れる。
【００３８】
　[0032]一般に、随意的な消泡剤には、シリコーン、例えばOSI Specialties、Dow Corni
ng又は他の供給業者から入手できるSAG10又は同様の製品；エチレンオキシド－プロピレ
ンオキシド（ＥＯ－ＰＯ）ブロックコポリマー、及びプロピレンオキシド－エチレンオキ
シド－プロピレンオキシド（ＰＯ－ＥＯ－ＰＯ）ブロックコポリマー（例えば、Pluronic
 L61、Pluronic L81、又は他のPluronic及びPluronic C製品）；ポリ（エチレンオキシド
）又はポリ（プロピレンオキシド）、例えばPPG2000（即ち、２０００の平均分子量を有
するポリプロピレンオキシド）；疎水性アモルファスシリカ；ポリジオルガノシロキサン
ベースの製品（例えば、ポリジメチルシロキサン（ＰＤＭＳ）を含む製品など）；脂肪酸
又は脂肪酸エステル（例えばステアリン酸など）；脂肪アルコール、アルコキシル化アル
コール及びポリグリコール；ポリエーテルポリオールアセテート、ポリエーテルエトキシ
ル化ソルビタールヘキサオレエート、及びポリ（エチレンオキシド－プロピレンオキシド
）モノアリルエーテルアセテート；ワックス、ナフサ、灯油、及び芳香族油；並びに上記
の消泡剤の１以上を含む組合せ；を含ませることができる。
【００３９】
　[0033]熱伝達流体濃縮液は、通常は水で希釈して熱伝達流体を形成することができる。
例えば、熱伝達流体濃縮液は、２５～７５体積％に希釈して熱伝達流体を形成することが
できる。幾つかの態様においては、希釈のために用いる水は、ＡＳＴＭ－Ｄ３３０６－１
０のセクション４．５において記載されているように脱イオン水である。
【００４０】
　[0034]熱伝達流体において、凝固点降下剤は、熱伝達流体の全重量を基準として１重量
％乃至９０重量％未満の量で存在する。この範囲内において、凝固点降下剤の量は、熱伝
達流体の全重量を基準として３０重量％以上、４０重量％以上、５０重量％以上、５５重
量％以上、６０重量％以上、７０重量％以上、７５重量％以上、８０重量％以上、８５重
量％以上、８６重量％以上、８７重量％以上、８８重量％以上、又は８９重量％以上であ
ってよいが、９０重量％未満であってよい。またこの範囲内において、凝固点降下剤の量
は、熱伝達流体の全重量を基準として３０重量％以下、４０重量％以下、５０重量％以下
、５５重量％以下、６０重量％以下、７０重量％以下、７５重量％以下、８０重量％以下
、８５重量％以下、８６重量％以下、８７重量％以下、８８重量％以下、又は８９重量％
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以下であってよいが、１重量％より多くてよい。
【００４１】
　[0035]熱伝達流体において、カルボキシレートは熱伝達流体の全重量を基準として約０
．５～約８重量％の量で存在させることができる。この範囲内において、この量は約０．
６重量％以上、又はより具体的には約０．７重量％以上であってよい。またこの範囲内に
おいて、この量は約７重量％以下、又はより具体的には約６重量％以下であってよい。
【００４２】
　[0036]熱伝達流体において、無機ホスフェートは、熱伝達流体の全重量を基準として約
０．０５重量％～約０．４重量％の量で存在させることができる。この範囲内において、
この量は約０．０７重量％以上、又はより具体的には約０．０８重量％以上であってよい
。またこの範囲内において、この量は約０．３５重量％以下、又はより具体的には約０．
３０重量％以下であってよい。
【００４３】
　[0037]熱伝達流体において、アゾール化合物は、熱伝達流体の全重量を基準として約０
．００５重量％～約２重量％の量で存在させることができる。この範囲内において、アゾ
ール化合物は約０．００７重量％以上、又はより具体的には約０．０１重量％以上の量で
存在させることができる。またこの範囲内において、アゾール化合物は約１．５重量％以
下、又はより具体的には約１重量％以下の量で存在させることができる。
【００４４】
　[0038]リチウム化合物は、熱伝達流体が熱伝達流体の２５～１６００重量ｐｐｍのリチ
ウムイオン濃度を有するような量で存在させることができる。この範囲内において、リチ
ウムイオン濃度は約１５００ｐｐｍ以下、又はより具体的には約１４００ｐｐｍ以下であ
ってよい。またこの範囲内において、リチウムイオン濃度は約２５ｐｐｍ以上、又はより
具体的には約３０ｐｐｍ以上であってよい。
【００４５】
　[0039]熱伝達流体において、マグネシウム化合物は、熱伝達流体が熱伝達流体の２～６
０重量ｐｐｍのマグネシウムイオン濃度を有するような量で存在させることができる。こ
の範囲内において、マグネシウムイオン濃度は約４ｐｐｍ以上、又はより具体的には約６
ｐｐｍ以上であってよい。またこの範囲内において、マグネシウムイオン濃度は約６５ｐ
ｐｍ以下、又はより具体的には約６０ｐｐｍ以下であってよい。
【００４６】
　[0040]熱伝達流体は水を更に含む。用いるのに好適な水としては、脱イオン水及び脱塩
水が挙げられる。水は、熱伝達流体の全重量を基準として約１重量％～約９８重量％の量
で用いることができる。この範囲内において、水は３重量％以上、又はより具体的には５
重量％以上の量で存在させることができる。またこの範囲内において、水は７０重量％以
下、又はより具体的には６０重量％以下の量で存在させることができる。
【００４７】
　[0041]カルシウム化合物は、熱伝達流体が熱伝達流体の全重量を基準として０．５ｐｐ
ｍより大きいカルシウムイオン濃度を有するような量で存在させることができる。この範
囲内において、カルシウムイオンの量は６０ｐｐｍ未満であってよい。またこの範囲内に
おいて、カルシウムイオンの量は４０ｐｐｍ以下であってよい。
【００４８】
　[0042]熱伝達流体のｐＨは、室温において７．０～９．５である。この範囲内において
、ｐＨは７．５以上、又は７．８以上であってよい。またこの範囲内において、ｐＨは９
．０以下、又は８．８以下であってよい。
【００４９】
　[0043]熱伝達流体において、ホスホノカルボキシレートは熱伝達流体の全重量を基準と
して約１０～５００ｐｐｍの量で存在させることができる。この範囲内において、ホスホ
ノカルボキシレートは２０ｐｐｍ以上、又は４０ｐｐｍ以上の量で存在させることができ
る。またこの範囲内において、ホスホノカルボキシレートは４００ｐｐｍ以下、又は３０
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【００５０】
　[0044]熱伝達流体において、ホスフィノカルボキシレートは、熱伝達流体の全重量を基
準として約１０ｐｐｍ～５００ｐｐｍの量で存在させることができる。この範囲内におい
て、ホスフィノカルボキシレートは２０ｐｐｍ以上、又は４０ｐｐｍ以上の量で存在させ
ることができる。またこの範囲内において、ホスフィノカルボキシレートは４００ｐｐｍ
以下、又は３００ｐｐｍ以下の量で存在させることができる。
【００５１】
　[0045]また、ヘビーデューティーエンジンのような幾つかの用途においては、ニトライ
ト、モリブデート、及びその塩のような１種類以上の更なる腐食抑制剤を含ませることが
望ましい可能性があることも意図される。
【００５２】
　[0046]腐食を阻止する方法は、本明細書に記載する熱伝達流体を熱伝達システムと接触
させることを含む。熱伝達システムは、制御雰囲気ろう付けによって製造された部品で構
成することができる。熱伝達システムはアルミニウムで構成することができる。
【００５３】
　[0047]以下の非限定的な実施例によって熱伝達流体を更に示す。
【実施例】
【００５４】
　表１に示す基熱伝達流体を用いて実施例の試料を調製した。量は流体の全重量を基準と
する重量％である。
【００５５】
【表１】

【００５６】
　[0048]実施例１～１７に関して、上記に開示する基熱伝達流体を、種々の量の酢酸リチ
ウム、又は酢酸リチウムと酢酸マグネシウムの組合せと混合した。修正ＧＭ９０６６Ｐ試
験を用いて、これらの実施例試料をアルミニウム腐食保護に関して試験した。電極は、５
．３平方センチメートルの表面積を有する砂型鋳造アルミニウム３１９であった。電極は
、１２８±２℃の表面温度を有していた。試験溶液は１０２±℃の温度を有していた。試
験溶液は、１００ｐｐｍの塩化物を含む２５体積％溶液であった。酢酸リチウムを、存在
する溶液に段階的に加えた。実施例７に関しては、実施例６において用いた溶液に酢酸マ
グネシウムを加えた。結果を表２に示す。
【００５７】
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【表２】

【００５８】
　[0049]このデータは、それぞれリチウムイオンを加えると腐食速度が低下することを示
す。リチウム及びマグネシウムを用いる実施例は、腐食速度の更に多い驚くべき低下を示
す。
【００５９】
　[0050]実施例１８～３２に関して、上記に開示する基熱伝達流体を種々の量の安息香酸
リチウムと混合した。修正ＧＭ９０６６Ｐ試験を用いて、これらの実施例試料をアルミニ
ウム腐食保護に関して試験した。電極は、５．３平方センチメートルの表面積を有する砂
型鋳造アルミニウム３１９であった。電極は、１２８±２℃の表面温度を有していた。試
験溶液は１０２±℃の温度を有していた。試験溶液は、１００ｐｐｍの塩化物を含む２５
体積％溶液であった。安息香酸リチウムを、存在する溶液に段階的に加えた。結果を表３
に示す。
【００６０】

【表３】

【００６１】
　[0051]上記に示した結果と同様に、リチウムイオンを添加することによって腐食速度が
低下する。
【００６２】
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　[0052]単数形の「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」は、記載が明確に他に示していない
限りにおいて複数の指示物を包含する。同じ特性又は成分を示す全ての範囲の端点は、独
立して組み合わせることができ、示されている端点を含む。全ての参照文献は参照として
本明細書中に包含する。「第１」、「第２」などの語は、本明細書においては、順番、量
、又は重要性を示すものではなく、１つの要素を他から区別するために用いる。本明細書
において記載する種々の態様及び範囲は、記載が矛盾しない範囲で組み合わせることがで
きる。
【００６３】
　[0053]代表的な態様を例示の目的で示したが、上記の記載は本発明における範囲を限定
するものとみなすべきではない。したがって、種々の修正、適合、及び代替は、本発明に
おける精神及び範囲から逸脱することなく当業者が想到できる。
　本発明の具体的態様は以下のとおりである。
　[１]
　熱伝達流体濃縮液であって：
　熱伝達流体濃縮液の全重量を基準として８５重量％以上の凝固点降下剤；
　５０～２０００ｐｐｍのリチウムイオン；
　アゾール化合物；
　無機ホスフェート；
　カルボキシレート；及び
　４００～１０００ｐｐｍのアクリレートベースのポリマー；
を含み；
　熱伝達流体濃縮液は７．０～９．５のｐＨを有する、
前記熱伝達流体濃縮液。
　[２]
　アクリレートベースのポリマーがホスフィノポリアクリレートを含む、[１]に記載の熱
伝達流体濃縮液。
　[３]
　カルシウムイオンを更に含む、[１]に記載の熱伝達流体濃縮液。
　[４]
　マグネシウムイオンを更に含む、[１]に記載の熱伝達流体濃縮液。
　[５]
　熱伝達流体濃縮液が、シリケート、ボレート、及びアミンを含まず、熱伝達流体の全重
量を基準として５０重量ｐｐｍ未満のニトレートを含む、[１]に記載の熱伝達流体濃縮液
。
　[６]
　カルボキシレートが熱伝達流体濃縮液の全重量を基準として約１～約１０重量％の量で
存在する、[１]に記載の熱伝達流体濃縮液。
　[７]
　無機ホスフェートが熱伝達流体濃縮液の全重量を基準として約０．１０～約０．６０重
量％の量で存在する、[１]に記載の熱伝達流体濃縮液。
　[８]
　アゾール化合物が熱伝達流体濃縮液の全重量を基準として約０．０１重量％～約３重量
％の量で存在する、[１]に記載の熱伝達流体濃縮液。
　[９]
　熱伝達流体であって：
　９０重量％未満の凝固点降下剤；
　水；
　４０～１６００ｐｐｍのリチウムイオン；
　アゾール化合物；
　無機ホスフェート；
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　カルボキシレート；
　３００～９００ｐｐｍのアクリレートベースのポリマー；
を含み；
　熱伝達流体は７．０～９．５のｐＨを有する、
前記熱伝達流体。
　[１０]
　熱伝達流体が６０ｐｐｍ未満のカルシウムイオンを含む、[９]に記載の熱伝達流体。
　[１１]
　マグネシウムイオンを更に含む、[９]に記載の熱伝達流体。
　[１２]
　アクリレートベースのポリマーがホスフィノポリアクリレートを含む、[９]に記載の熱
伝達流体。
　[１３]
　カルボキシレートが熱伝達流体の全重量を基準として約０．５～約８重量％の量で存在
する、[９]に記載の熱伝達流体。
　[１４]
　無機ホスフェートが熱伝達流体の全重量を基準として約０．０５重量％～約０．４重量
％の量で存在する、[９]に記載の熱伝達流体。
　[１５]
　アゾール化合物が熱伝達流体の全重量を基準として約０．００５重量％～約２重量％の
量で存在する、[９]に記載の熱伝達流体。
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